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【総論編】 

◎ 本県における土地利用の概要 

 

○ 本県の土地利用は、全国平均や三大都市圏の平均に比べ、宅地・道路といった都市的土

地利用の割合が著しく高い。また、地域別の土地利用の割合を見ると、横浜や川崎を含む

東部地域は都市的土地利用が高い一方、西部地域は農林業的土地利用が高い。 

※以下、各数値は四捨五入しているため、計とその内訳が一致しない場合がある。 

 

平成19年10月における本県の土地利用の内訳は、農用地20,900ha（8.7％）、森林94,726ha

（39.2％）、宅地64,967ha（26.9％）、道路19,416ha（8.0％）、水面・河川・水路9,080ha

（3.8％）、その他（公園、ゴルフ場など上記項目に該当しないもの）32,495ha（13.5％）とな

っている。 

これを全国の土地利用と比べると、本県は宅地・道路といった都市的土地利用の比率

（34.9％）が高く、全国平均（8.4％）と比較して４倍以上、三大都市圏1の平均（16.6％）と比

較しても２倍以上となっており、本県の都市的土地利用の比率は著しく高くなっている。 

 

【本県・三大都市圏・全国の土地利用の内訳の比較（単位：％）】 
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 資料：国土交通省「土地利用現況把握調査」（平成19年度） 

 注）上記グラフの数値のうち、本県の数値は平成19年10月現在の数値であるが、三大都市圏及び全

国の数値は平成18年10月現在の数値である。 

  

                         
1 埼玉、千葉、東京、神奈川、岐阜、愛知、三重、京都、大阪、兵庫、奈良の１都２府８県を指す。 

原野0.7 

農用地 森林 水面等3.8 道路 宅地 その他 
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 また、本県の昭和57年から平成19年までの土地利用の内訳の推移を見ると、農林業的土地利用

（森林及び農用地）の減少傾向と、都市的土地利用（宅地及び道路）の増加傾向が続いている。 

 

【土地利用の内訳の推移（単位：％）】 
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      資料：県「土地利用現況把握調査」 

 

さらに、県内における地域別の土地利用の割合を見ると、東部、中部、西部の順で都市的土地

利用の割合が低くなる一方、農林業的土地利用の割合が高くなっていることがわかる。 

 

       【県内の地域別土地利用の割合（単位：％）】 
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資料：県「土地利用現況把握調査」 
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【地域別区分】 

 

 

 

横浜川崎地域 横浜市、川崎市 
東部地域 

横須賀三浦地域 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

県央地域 相模原市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村
中部地域 

湘南地域 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町 

足柄上地域 南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町 
西部地域 

西湘地域 小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町 
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【各論編】 

１ 地域別土地利用の状況 

 

○ 本県を、東部・中部・西部の区分で、それぞれを更に横浜川崎地域及び横須賀三浦地域

（東部）、県央地域及び湘南地域（中部）、足柄上地域及び西湘地域（西部）の６地域に

分けた場合、土地利用については次のような特徴を有している。 

・ 横浜川崎地域は、都市的土地利用の割合が６地域の中で突出して高い地域である。 

・ 横須賀三浦地域は、都市的土地利用の割合が比較的高い一方で、農用地の割合も比較

的高い地域である。 

・ 県央地域は、水面・河川・水路の割合が６地域の中で最も高い地域である。 

・ 湘南地域は、農用地の割合が６地域の中で最も高い地域である。 

・ 足柄上地域は、農林業的土地利用の割合が６地域の中で最も高い地域である。 

・ 西湘地域は、足柄上地域に次いで農林業的土地利用の割合が高い地域である。 

 

（１）横浜川崎地域 

   面積は58,008ha（平成19年10月現在、以降データの時点は同じ）となっており、県土面積

の24.0％を占めている。 

土地利用の内訳は、農用地が3,690ha（地域面積の6.4％）、森林4,658ha（同8.0％）、水

面・河川・水路1,677ha（同2.9％）、道路7,928ha（同13.7％）、宅地30,581ha（同

52.7％）、その他9,474ha（同16.3％）となっており、道路・宅地といった都市的土地利用

の割合（66.4％）が、県全体（34.9％）の２倍近くに達しており、他の地域と比較して都市

的土地利用の割合が突出して高くなっている。 

 

 （２）横須賀三浦地域 

   面積は20,696haで、県土面積の8.6％を占めている。 

土地利用の内訳は、農用地1,930ha（地域面積の9.3％）、森林6,760ha（同32.7％）、水

面・河川・水路100ha（同0.5％）、道路1,708ha（同8.3％）、宅地6,517ha（同31.5％）、

その他3,681ha（同17.8％）となっている。 

県全体と比較して、①都市的土地利用の割合が高くなっている一方（県34.9％、本地域

39.8％）、②農用地の割合も高い（県8.7％、本地域9.3％）。 

    

 （３）県央地域 

   面積は62,165haで、県土面積の25.7％を占めている。 

   土地利用の内訳は、農用地が4,670ha（地域面積の7.5％）、森林29,930a（同48.1％）、

水面・河川・水路3,565ha（同5.7％）、道路4,224ha（同6.8％）、宅地12,028ha（同

19.3％）、その他7,748ha（同12.5％）となっている。 

６地域の中では、水面・河川・水路の割合が最も高い。 
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 （４）湘南地域 

面積は37,186haで、県土面積の15.4％を占めている。 

   土地利用の内訳は、農用地が6,030ha（地域面積の16.2％）、森林9,612ha（同25.8％）、

水面・河川・水路1,489ha（同4.0％）、道路3,432ha（同9.2％）、宅地10,957ha（同

29.5％）、その他5,665ha（同15.2％）となっている。 

この地域は、農用地の割合が６地域の中で最も高い。 

     

 （５）足柄上地域 

面積は38,037haで、県土面積の15.7％を占めている。 

   土地利用の内訳は、農用地が2,300ha（地域面積の6.0％）、森林29,215ha（同76.8％）、

水面・河川・水路969ha（同2.5％）、道路1,101ha（同2.9％）、宅地1,655ha（同4.4％）、

その他2,797ha（同7.4％）となっている。 

この地域は、農林業的土地利用（農用地・森林）の割合が極めて高く（82.8％）、特に丹

沢山地など大規模な森林を有しているため、森林の割合が６地域の中でも突出して高くなっ

ている。 

 

 （６）西湘地域 

面積は25,492haで、県土面積の10.6％を占めている。 

   土地利用の内訳は、農用地が2,250ha（地域面積の8.8％）、森林14,551ha（同57.1％）、

水面・河川・水路1,280ha（同5.0％）、道路1,022ha（同4.0％）、宅地3,229ha（同

12.7％）、その他3,160ha（同12.4％）となっている。 

この地域は、足柄上地域に次いで農林業的土地利用の割合が高い（65.9％）。 
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【６地域の土地利用の状況の比較（単位：％）】 
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資料：県「土地利用現況把握調査」 
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２ 利用区分別の土地利用の状況 

（１）農用地 

 

 ○ 本県の農用地面積は減少傾向が続いており、昭和57年から平成19年までの26年間で

7,500ha（年平均約288ha）減少している。 

 

 本県の農用地面積は、平成19年10月現在20,900ha、県土面積に占める割合は8.7％であり、全

国平均（12.6％）と比較して低い。 

 人口１人あたりの農用地面積は24㎡であり、全国の375㎡、三大都市圏の96㎡に比べて著しく

少なくなっている。 

農用地面積の推移を見ると、平成元年頃から減少のスピードが加速したが、平成12年頃からは

減少のスピードは緩やかになっている。 

農用地面積が減少している一因としては、耕作放棄地の増加が挙げられる（耕作放棄地につい

ては、後述の「(6)その他の土地利用 c 耕作放棄地」を参照）。  

このように本県の農用地面積の減少傾向は続いているものの、本県の農業は生産性が高く、耕

地10アール当たりの農業生産所得は全国４位となっている2。 

 

    【農用地面積の推移（単位：ha）】 
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     資料：県「土地利用現況把握調査」 

 

 

 

 

                         
2
平成18年農林水産統計年報より 
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（２）森林 

 

 ○ 本県の森林は県土面積の39.2％を占めているが、昭和57年から平成19年までの26年間に

5,838ha（年平均約225ha）減少している。 

 

 本県の森林面積は、平成19年10月現在94,726haで、県土面積に占める割合は39.2％（全国

66.4％）となっている。 

 人口一人当たりの森林面積は109㎡と、全国の1,975㎡、三大都市圏の499㎡に比べて著しく少

なくなっている。 

 森林面積の推移を見ると、昭和57年から平成19年まで減少傾向が続いており、26年間で

5,838ha減少しているが、平成10年頃からは減少のスピードは緩やかになってきている。 

 なお、森林のうち、水源の涵養、土砂崩壊等の災害の防止など公益的機能を有する保安林は、

平成20年4月1日現在で51,645haで、森林面積の54％を占め、全国（47.3％3）よりも高い比率と

なっている。 

 

    【森林面積の推移（単位：ha）】 
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     資料：県「土地利用現況把握調査」 

 

 

 

 

 

                         
3 林野庁ホームページより 
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（３）水面・河川・水路 

 

 ○ 本県の水面・河川・水路の合計面積は、平成19年10月現在9,080haで、県土面積に占める

割合は3.8％（全国3.6％）となっている。 

 

 本県の水面・河川・水路の合計面積は、平成19年10月現在9,080haで、県土面積に占める割合

は3.8％（全国3.6％）となっている。その内訳は、水面が2,082ha、河川が6,700ha、水路298ha

である。 

 水面・河川・水路の面積の推移を見ると、昭和57年から平成19年までに755ha増加している。 

 水面・河川・水路の面積の地域別状況を見ると、相模湖・津久井湖・宮ヶ瀬湖などの湖や相模

川を擁する県央地域が39％を占める。 

 

  【水面・河川・水路の地域別状況】 

1,489ha 16%
湘南地域 3,565ha 39%
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          資料：県「土地利用現況把握調査」 

   【神奈川県の主な河川】 

河 川 名 １級・２級の別 河川延長（km） 県内流域面積（㎢） 

相 模 川 １級 55.6 672.97 

境 川 ２級 52.1 191.95 

鶴 見 川 １級 32.0 184.40 

中 津 川 １級 30.2 143.42 

多 摩 川 １級 28.4 68.22 

酒 匂 川 ２級 27.2 382.00 

※1級河川とは、国土保全上又は国民経済上特に重要な水系で政令で指定したものに係る河川（公共 

の水流及び水面をいう。以下同じ。）で国土交通大臣が指定したものをいう（河川法第4条第1項）。 

 また、2級河川とは、河川法第4条第1項の政令で指定された水系以外の水系で公共の利害に重要な関 

係があるものに係る河川で都道府県知事が指定したものをいう（河川法第5条第1項）。 

県計 

 9,080ha 
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（４）道路 

 

○ 本県の道路面積は、平成19年10月現在19,416haで、県土面積に占める割合は8.0％（全国

3.5％）となっており、その大部分は一般道路である。 

 

本県の道路面積は平成19年10月現在19,416ha、県土面積に占める割合は8.0％となっており、

全国平均（3.5％）の２倍以上となっている。 

本県の道路面積の大部分（92％）は一般道路の面積であり、残りが農道（５％）、林道

（３％）となっている。 

 一般道路面積の推移を見ると、全体としては右肩上がりの推移を示しているが、昭和57年から

平成6年までの13年間と、平成7年から平成19年までの13年間を比較すると、前者の期間では一般

道路面積の増加量が2,541haだったのに対し、後者の期間では一般道路面積の増加量は1,078haに

とどまっており、一般道路面積の増加量が小さくなっていることが分かる。 

  

    【一般道路面積の推移（単位：ha）】 
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          資料：県「土地利用現況把握調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 11 -

（５）宅地 

 

 ○ 本県の宅地面積は、平成19年10月現在で64,967haで、県土面積の26.9％（全国4.9％）を

占めており、宅地面積の推移をみると、昭和57年から平成19年までの26年間で8,866ha増

加（年平均341ha）している。 

国土利用計画にいう宅地は、「住宅地」「工業用地」「その他の宅地」（事務所・店舗等の用

地）に分類される。 

本県の宅地面積は、平成19年10月現在64,967haで、県土面積の26.9％（全国4.9％）を占めて

いるものの、人口一人当たりの宅地面積は75㎡と、全国の146㎡、三大都市圏の96㎡に比べ著し

く低くなっている。 

これは、国土面積のわずか0.6％の県土に、総人口の6.8％が生活しているという状況に起因し

ている。 

    【宅地面積の推移（単位：ha）】 
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  【地域別宅地面積の割合】 

  宅地面積(ha) 

  

総面積  

(ha)   割合(％） 

総面積に対す

る割合(％） 

１人当たり

の宅地面積

（㎡）4 

横浜川崎地域 58,008 30,581 47.1 52.7 62.9 

横須賀三浦地域 20,696 6,517 10.0 31.5 87.0 

県央地域 62,165 12,028 18.5 19.3 80.1 

湘南地域 37,186 10,957 16.9 29.5 87.6 

足柄上地域 38,037 1,655 2.5 4.4 147.4 

西湘地域 25,492 3,229 5.0 12.7 129.8 

県計 241,584 64,967 100.0 26.9 74.5 

     資料：県「土地利用現況把握調査」 

                         
4 宅地面積を人口で除した値 
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a 住宅地 

 本県の住宅地面積は、平成19年10月現在42,087haで、県土面積に占める割合は17.4％である。 

県内地域別の総面積に対する住宅地面積の割合を見ると、横浜川崎地域が33.2％と最も高く、

次いで、横須賀三浦地域が21.5％、湘南地域が20.4％、県央地域が12.6％となっている。 

b 工業用地 

 本県の工業用地面積は、平成19年10月現在で6,079haで、県土面積に占める割合は2.5％であり、

全国（0.4％）や三大都市圏（0.9％）と比べて、著しく高くなっている。 

本県の工業用地面積のうち、横浜川崎地域が50.2％と半分以上を占め、次いで県央地域が

20.1％、湘南地域が17.5％となっている。 

 このように本県の工業用地面積の割合は全国的に見て非常に高いが、長年にわたり減少傾向が

続いており、昭和57年（7,469ha）から平成19年(6,079ha)までの26年間で1,390ha減少している。 

 また、製造業の海外生産比率（=現地法人売上高/国内法人売上高）が、昭和60年（3.0％）か

ら平成18年（18.1％）までの間に約６倍に拡大している5ことから、工場の海外移転が工場用地

面積の減少の一因となっている可能性が考えられる。 

     【地域別工業用地面積の割合等】 

  工業用地面積(ha) 

  

総面積 

(ha)   
割合

(％） 

総面積に対

する割合

(％） 

横浜川崎地域 58,008 3,050 50.2 5.3 

横須賀三浦地域 20,696 391 6.4 1.9 

県央地域 62,165 1,219 20.1 2.0 

湘南地域 37,186 1,065 17.5 2.9 

足柄上地域 38,037 188 3.1 0.5 

西湘地域 25,492 165 2.7 0.6 

県計 241,584 6,079 100.0 2.5 

【工業用地面積の推移（単位：ha）】 
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資料：県「土地利用現況把握調査」 

                         
5 経済産業省「海外事業活動基本調査」より 
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c その他の宅地 

 本県のその他の宅地面積（事務所・店舗・研究所等）は、平成19年10月現在で16,802haで、県

土面積に占める割合は7.0％であり、全国（1.5％）や三大都市圏（3.4％）と比べて、著しく高

くなっている。 

 その他の宅地面積のうち、横浜川崎地域が49.1％と半分近くを占め、次いで県央地域が17.7％、

湘南地域が13.7％となっている。 

 その他の宅地面積の推移を見ると、昭和57年から昭和63年までは年ごとに変動していたが、平

成に入ってからは増加傾向が続いており、平成元年から平成19年までの19年間で1,182ha増加し

ている。 

   【地域別その他の宅地面積】 

  その他の宅地面積(ha)

  

総面積  

(ha) 割合(％） 
総面積に対する割合(％） 

横浜川崎地域 58,008 8,244 49.1 14.2 

横須賀三浦地域 20,696 1,681 10.0 8.1 

県央地域 62,165 2,978 17.7 4.8 

湘南地域 37,186 2,305 13.7 6.2 

足柄上地域 38,037 379 2.3 1.0 

西湘地域 25,492 1,214 7.2 4.8 

県計 241,584 16,802 100.0 7.0 

       ※各数値は四捨五入をしているため、計とその内訳が一致しない場合がある。 

    【その他の宅地面積の推移（単位：ha）】 
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資料：県「土地利用現況把握調査」 
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（６）その他の土地利用 

○ 「その他」の土地利用の面積は、平成19年10月現在で32,495haで、県土面積の13.5％とな

っている。 

国土利用計画法に基づく県土利用の区分における「その他」とは、県土面積から「農用地」

「森林」「原野」「水面・河川・水路」「道路」「宅地」を除いたものであり、具体的には、

「都市公園」「米軍基地」「低未利用地（耕作放棄地等）」「スポーツレクリエーション施設」

などを含んでいる。 

平成19年10月現在、「その他」に分類される面積は32,495haで、県土面積の13.5％となってい

る。面積の推移をみると、平成12年頃までは増加傾向が続いていたが、平成13年頃から減少傾向

に転じている。 

     【その他の土地利用の面積の割合】 

  その他の土地利用面積(ha)

  

総面積

(ha)   構成比(％） 

総面積に対す

る割合(％） 

横浜川崎地域 58,008 9,474 29.2 16.3 

横須賀三浦地域 20,696 3,681 11.3 17.8 

県央地域 62,165 7,748 23.8 12.5 

湘南地域 57,882 5,665 17.4 9.8 

足柄上地域 38,037 2,797 8.6 7.4 

西湘地域 25,492 3,160 9.7 12.4 

県計 241,584 32,495 100.0 13.5 

          ※「その他の土地利用面積」は概数を計上しているため、計とその内訳は一致しない。 

     【その他の土地利用の面積の推移（単位：ha）】 
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資料：県「土地利用現況把握調査」 
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a 都市公園 

 本県の都市公園面積及び一人当たりの公園面積の推移を見ると、全体としては右肩上がりの推

移を示しており、昭和62年から平成19年までの21年間で、都市公園面積が約2倍、一人当たりの

公園面積も1.7倍となっている。 

 しかし、平成19年時点において、一人当たりの公園面積を全国平均と比較すると、本県（4.74

㎡/人）は全国平均（9.12㎡/人）よりも著しく低い水準にとどまっている。 

 

    【都市公園面積の推移（単位：ha）】 
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 【一人当たり都市公園面積（単位：㎡/人）】 
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       資料：県都市計画課調べ 
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b 米軍基地 

 本県には、平成20年3月現在で15施設の米軍基地があり、面積は2,089.5haで県土面積の約１％

を占めている。 

 県内に点在する基地は、その多くが人口の密集する地域にあることから、都市の整備や環境の

保全に支障をきたすとともに、航空機騒音等によって県民生活に大きな不安と障害を与えている。 

このため、県では米軍基地の返還を働きかけており、講和条約発効以降（昭和27年4月）現在

までに、147施設、1496.6haが返還され、公共施設や住宅用地として活用されている。 

 

   【基地数と面積の推移】 
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 注  ：昭和27年４月 平和条約発効 

昭和32年６月 岸･アイゼンハワー共同声明 

昭和35年６月 新安保条約発効 

昭和40年２月 北ベトナム爆撃開始 

昭和50年４月 サイゴン陥落 

平成元年12月 冷戦終結 

資料：県基地対策課調べ 
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c 耕作放棄地 

 耕作放棄地とは、所有している耕地のうち、過去１年以上作付けせず、しかもこの数年の間に

再び作付する考えのない耕地をいう（農林水産省「農林業センサス」より）。 

全国における耕作放棄地の面積は、平成2年（150,655ha）から平成17年（385,791ha）にかけ

ての16年間で、約2.6倍に拡大しており、特に近年においてその面積は急激に拡大している。 

 本県の耕作放棄地も同様の傾向を示しているが、耕作放棄地率（＝耕作放棄地面積/（経営耕

地面積＋耕作放棄地面積））で見ると、平成17年においては、本県は14.3％であり、全国平均

9.7％の約1.5倍となっている。 

耕作放棄地の発生原因には、①「高齢化等により労働力が不足している」、②「生産性が低

い」、③「農地の受け手がいない」、④「土地条件が悪い」などが挙げられる6。 

 

   【耕作放棄地面積の推移《全国》（単位：ha）】【耕作放棄地面積の推移《本県》（単位：ha）】 

 

        【本県と全国の耕作放棄地率の推移（単位：％）】 
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資料：農林水産省「農林業センサス」 

 

 

 

                         
6 （財）農政調査委員会「農業振興地域・農地制度等の実態把握及び効果分析に関する調査結果」（平成16年2月） 
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３ 国土利用計画法に基づく届出の状況 

○ 国土利用計画法に基づく届出件数は平成18年まで増加してきたが、19年は減少傾向に転じ

た。 

国土利用計画法に基づく届出件数を見ると、県全体では、平成18年まで増加してきたが、平成

19年には減少に転じた。 

※国土計画利用法においては、適正かつ合理的な土地利用の確保を図るため、大規模な土地取引

について届出制度を設けている（届出が必要な面積…市街化区域：2,000㎡以上、市街化調整

区域・非線引き都市計画区域：5,000㎡以上、都市計画区域以外の区域：10,000㎡以上）。 
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【国土利用計画法に基づく届出の件数と、対前年比の推移（平成19年1月～12月）】 

※ 県所管地域は、政令市を除く県内の全市町村を指す。 

 

【国土利用計画法に基づく届出件数】 

 届出件数（件） 

  政令市（横浜・川崎） 県所管地域 県全体 

15 年 230 208 438 

16 年 330 326 656 

17 年 327 403 730 

18 年 326 488 814 

19 年 290 381 641 
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４ 近年の地価動向 

  ○ 平成20年地価調査から、住宅地・商業地ともに地価上昇は沈静化した。 

 

近年の地価公示（1月1日時点の地価）、地価調査（7月1日時点の地価）の結果を見ると、戦後

最長と言われる景気回復の影響で地価が回復傾向にあったことが分かる。 

a  住宅地 

県全体の住宅地の平均変動率は、地価公示では18年から、地価調査では19年から上昇に転じ、

特に、横浜・川崎地域では都心への利便性が高く、また、新たな交通網の整備などの影響で需要

が高まり地価が上昇したため、県の平均を上回る上昇率を示した。 

また、横浜・川崎地域に続いて高い上昇率を示したのが湘南地域で、この地域では、湘南ブラ

ンド、鎌倉ブランドなどのブランド力の強い地域が多く、比較的購買力の高い層による需要の高

まりが、これらの地域の地価上昇に影響を与えたものと考えられる。 

20年1月の地価公示では横浜・川崎共に高い上昇率を示したが、20年7月の地価調査では、上昇

率の鈍化が見られ、このことから平成20年の前半に地価上昇傾向に変化が現れ始めたことがわか

る。 

一方、地価上昇の勢いは弱まりつつも県全域へと波及し、横浜・川崎地域以外では、平均変動

率の上昇や、下落幅の縮小などが見られた。 

b  商業地 

県全体の商業地の平均変動率は、住宅地と同様に横浜・川崎地域では好景気による収益性の上

昇や、オフィス空室率の低下、新たに大型商業施設が整備されるなどの好条件により、高い上昇

がみられた。しかし、20年の地価調査では、横浜・川崎地域で上昇率が鈍化した。 

一方、その他の地域では弱い勢いながらも変動率の上昇、下落傾向の縮小といった傾向がみら

れた。 

 

【地価公示平均変動率の変化（％）（住宅地）】 
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【地価調査平均変動率の変化（％）（住宅地）】 
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【地価公示平均変動率の推移（％）（商業地）】 
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【地価調査平均変動率の推移（％）（商業地）】 
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５ 開発の動向 

（１）都市計画法に基づく開発許可 

  平成19年度における開発許可件数は、県全体では1,463件となっており、前年度（1,585件）

と比較すると約7.7％減少している。 

地域別で見ると、湘南地域が430件と最も多くなっており、次いで横浜川崎地域の395件、県

央地域の363件となっており、東部地域（横浜川崎地域と横須賀三浦地域）と中部地域（県央

地域と湘南地域）で、県全体における開発許可件数の93％を占めている。 

 

     【地域別の開発許可件数（平成19年度）（単位：件）】  
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     資料：県建築指導課調べ。横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、 
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一方、平成4年度から平成19年度までの県全体における開発許可件数の推移を見ると、平成6年

度から平成9年度にかけては年間2,000件を超えていたが、その後は減少傾向が続いている。 

【開発許可件数の推移(単位：件)】 
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（２）農地法に基づく農地転用の許可及び届出 

平成19年における農地転用の許可及び届出の件数は、県全体では8,141件となっており、前

年（8,286件）と比較すると約1.7％減少している。 

転用目的別の件数を見ると、宅地系が4,987件と最も多く、全体の61％を占めている。宅地

系は住宅用地と鉱工業用地に分類されるが、住宅用地が4,942件となっており、宅地系の99％

を占めている。 

 
    資料：県農地課調べ 

 

地域別でみると、横浜川崎地域が2,445件と最も多く、次いで県央地域1,825件、湘南地域

1,698件となっている。 

東部地域（横浜川崎地域と横須賀三浦地域）と中部地域（県央地域と湘南地域）で、県全体に

おける許可及び届出の件数の約94％を占めている。 

許可及び届出の件数（地域別、平成19年実績）
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資料：県農地課調べ 

許可及び届出の件数（転用目的別、平成19年実績） 
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  さらに、平成元年から平成19年までの農地転用許可及び届出について、その面積と件数の推

移を見ると、多少の変動はあるものの、全体として減少傾向にあるといえる。 
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資料：県森林課調べ 

（３）森林法に基づく開発許可 

 森林法第５条に基づく地域森林計画対象の民有林において、１haを超える開発行為をしようと

する場合には許可が必要となるが、平成19年度においてこの許可の対象となった案件は県全体で

１件である。 

 一方、平成6年度から平成19年度までの開発許可件数及び面積の推移を見ると、多少の変動は

あるものの、全体としては減少傾向にある。 

 

  【森林法に基づく開発許可件数及び面積】 
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資料：県森林課調べ 


